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Abstract
　Panasonic is thestrongestappliancemanufacturer inJapan.However, thecompany isone
ofthechallengersinthericecookermarketinChina,becauseMideaGroupisstillthemarket
leader.
　Chinahasthelargestpopulationintheworld.Moreover,riceisastaplefoodoftheChinese
people.
　Inmypaper,IattempttoanalyzethericecookermarketingstrategyofMideaGroupand
makeaproposalthatPanasonicshoulddevelopanewstrategyinChina.
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Ⅰ　はじめに
　中国は世界最大の炊飯器生産国である。巨大な生産能力が価格を急速に引き下げており、
今日では100元から200元の製品も珍しくない。ここ数年、国内では国産品に目を向けず、
海外ブランドの超豪華炊飯器を購入する消費者が急増している。海外旅行する中国人の多
くが、大小さまざまなパッケージの化粧品を抱えて帰ってくるだけでなく、パナソニック
製炊飯器を別便で家に送るようになっている。超豪華炊飯器はほとんどが日本製品で、日
本を旅行した観光客にこうした現象が数多くみられる。それだけでなく、インターネット
の海外代理購入の世界では、日本製炊飯器を取り扱う店舗が増えているという。世界最大
の炊飯器生産国に暮らす中国人消費者が、価格が何十倍も高い外国製品にこれほど熱くな
るのはなぜだろうか。
　これまでのパナソニックの中国市場向けのものづくりは、富裕層向けに品質面で圧倒的
な優位性を確立してから中間所得層に販路を拡大する構想の下、価格よりも技術的な優位
性を押し出す形で市場にアプローチしてきた。そのため、一般消費者が購買できる価格帯
での製品力とマーケティング力が弱く、中間所得層のニーズとの乖離が生じている。
　本論文では、まずパナソニックとパナソニックの中国現地でのライバル企業である美的
グループの会社概要を紹介し、次に、パナソニックの中国市場進出の背景と現状及び美的
グループの国内市場での現状を分析する。
　さらに、中国の一部の消費者は国産炊飯器よりも、海外ブランドの超豪華炊飯器を購入
する傾向がある。中国市場におけるパナソニック製炊飯器販売の展開及び国産の美的炊飯
器との４P戦略1比較、および SWOT分析2比較に基づいて、パナソニック製炊飯器が
中国市場で伸び悩んでいる要因を明らかにする。また、STP 理論3の視点から、セグメ
ント、ターゲティング、ポジショニングについて議論を行い、中間所得層への販路の必要
性と根拠を明らかにする。
　最後に、パナソニックがこれまで海外のメイン市場としてきた米欧と比較すると、中国
の現在の所得水準は大きく見劣りする点には留意するが必要である。先進国並みの購買力
1４P戦略：マーケティング・ミックスを４つの Pではじまる活動に体系化したもの（E.J.マッカーシー　
1960年）。具体的には、商品政策（Product）、価格政策（Price）、流通政策（Place）、プロモーション
政策（Promotion）からなる。
2SWOT分析：目標を達成するために意思決定を必要としている組織や個人の、プロジェクトやベン
チャービジネスなどにおける、強み（Strengths）、弱み（Weaknesses）、機会（Opportunities）、脅威
（Threats）を評価するのに用いられる戦略計画ツールの一つ。
3STP 理論：フィリップ・コトラーが提唱した、「セグメンテーション（Segmentation）」、「ターゲティ
ング（Targeting）」、「ポジショニング（Positioning）」の3つの頭文字をとったものである。
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を有するのは大都市の「富裕層」などに限られるため、売上を伸ばすためには「中間層」
にまでターゲットを広げ、ボリュームゾーンを獲得する必要があると分析する。
Ⅱ　パナソニックの市場参入と拡大戦略
１．パナソニックの会社概要
　パナソニックグループは、パナソニック株式会社及び連結子会社578社（2012年3月31
日現在）を中心に構成され、総合エレクトロニクスメーカーとして関連事業分野の国内外
のグループ各社との緊密な連携のもとに、生産・販売・サービス活動を展開している４。
パナソニックグループの概要は表Ⅱ−1から表Ⅱ−3に示す通りである。
２．パナソニックの市場参入戦略
　中国とパナソニックの関係は、まだ松下電器産業だった1978年にさかのぼる。中国最高
実力者鄧小平氏が初めて日本を訪れ、日本を代表する大手企業（当時の松下、日産自動車、
新日鉄）を見学し、日本がいかに高度成長の奇跡を作り、世界第二位の経済大国を築き上
げたかを自分の目で確認し、それを参考に中国の改革・開放政策の導入を考案・模索する
ことになった。当時、鄧小平氏が大阪府茨木市のテレビ工場を訪れた際、出迎えた松下幸
４パナソニックホームページ　http://panasonic.co.jp/company/info/about/（2013/2/13）
表Ⅱ－１　パナソニックの会社概要
会社名 パナソニック株式会社（PanasonicCorporation）
本社所在地 〒571-8501　大阪府門真市大字門真1006番地
取締役社長 津賀一宏（KazuhiroTsuga）
設立 1935年（昭和10年）12月15日
創業 1918年（大正７年）3月７日
※当社創業者 故松下幸之助（当時23歳）が、自身で考案したアタッチメントプラグを幸之助、妻、
義弟の3名で製造販売を開始した時を創業。
事業内容 部品から家庭用電子機器、電化製品、FA機器、情報通信機器、および住宅関連
機器等に至るまでの生産、販売、サービスを行う総合エレクトロニクスメーカー
資本金 2,587億円（2012年3月31日現在）
連結売上高 ７兆8,462億円（2012年3月期）
従業員数（連結） 330,767人（2012年3月31日現在）
連結対象会社数
（親会社および連結
子会社）
578社（2012年3月31日現在）
出所：http://panasonic.co.jp/company/info/about/（2013/2/13）より筆者作成。
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表Ⅱ－２　パナソニックの事業分野と事業内容
事業分野 部門名称（英文名） 事業内容
コンシューマー
アプライアンス社
（AppliancesCompany）
白物家電・理美容・健康商品等の開発・製造、
業務用冷熱機器等の開発・製造・販売
AVCネットワークス社
（AVCNetworksCompany）
民生用AVC機器の開発・製造および業務
用AVC 機器と AVC 機器用デバイスの開
発・製造・サービス・ソリューション販売
グローバル　コンシューマー
マーケティング部門
（GlobalConsumerMarketingSector）
コンシューマー製品のマーケティング・販
売・サービス
デバイス
オートモーティブシステムズ社
（AutomotiveSystemsCompany）
車載マルチメディア関連機器、環境関連対応
車関連機器、電装品等の開発・製造・販売
デバイス社
（IndustrialDevicesCompany）
電子部品・電子材料・半導体等の開発・製造・
販売
エナジー社
（EnergyCompany）
一次電池・二次電池・充電器・電池応用商品・
ソーラー関連商品の開発・製造・販売
ソリューション
システムコミュニケーションズ社
（Systems&CommunicationsCompany）
システム・ネットワーク・モバイル通信に関
連する電気・通信・電子機械器具の開発・製造・
販売およびサービス・エンジニアリング
エコソリューションズ社
（EcoSolutionsCompany）
照明・配線・配電・住宅設備・環境空質機
器の開発・製造・販売、およびまるごと事
業推進
ヘルスケア社
（HealthcareCompany）
医療機器・介護用機器の開発・製造・販売
およびサービス・エンジニアリング、介護
サービスの提供
マニュファクチャリング
ソリューションズ社
（ManufacturingSolutionsCompany）
電子部品実装機、溶接機等の生産設備機器
の開発・製造・販売および生産プロセスソ
リューションの提供
出所：http://panasonic.co.jp/company/domain/（2013/2/13）より筆者作成。
出所：http://panasonic.co.jp/ap/corporate_profile/overseas_base.html#P02（2013/2/13）より筆者作成。
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表Ⅱ－3 中国関係会社（一部） 
本社 中国関係会社（一部） 
パ パナソニック AP 炊飯機器杭州(有) 
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之助氏（当時相談役）に「中国の近代化を手伝ってくれませんか」と頼んだのが発端であ
る。幸之助氏は「できる限りのお手伝いをします」と返答し、翌1979年には北京に駐在員
事務所を開設した。1987年にはブラウン管製造の合弁会社を北京に設立し、日本企業では
戦後初めて中国に工場進出した。その後も次々と合弁会社の設立を進めた。
　さらに、1985年のプラザ合意以降の急速な円高進行を契機として日本企業はアジアへの
直接投資を急増させた。日本国内でのコスト、とりわけ人件費が急上昇すると、シンガポー
ルを軸にASEANへと進出した。また90年代に入ると、より安価で豊富な労働力による
生産を展開するために、中国へと進出した5。さらに90年代以降、中国の賃金が上昇する
と、ベトナムやミャンマーなどに進出する企業もあった。日本市場が行詰まりを見せてい
たため、中国の市場を目指す誘因は大きかった6。
　日本の家電メーカーの中で、特にパナソニックを分析の対象とするのは、中国にいち早
く進出し、グローバル展開を図ったことに注目したからである。資金力、技術開発力、人
材備蓄、グローバル管理能力などの面で、一定の力を蓄積し、グローバル投資リスクに対
する対応力、現地化経営、国外の経済団体との提携などの面で、一定の経験を持つように
なった。こうして、パナソニックは家電製品の国内トップメーカーであるだけでなく、海
外への進出においてもトップの地位を保持している。1998年までに、48の国と地域に253
5国営企業改革により、1995年には国有企業の企業内余剰人員企業従業員総数1.14億人の18.8% に達して
いた。
6徐方啓『中日企業の経営比較』（2009），p.26。
表Ⅱ－３　中国関係会社（一部）
本　社 中国関係会社（一部）
パナソニック株式会社
パナソニックAP炊飯機器杭州㈲
パナソニックAP洗濯機杭州㈲
パナソニックAP杭州（輸出加工区）㈲
パナソニックAPモータ杭州㈲
パナソニックHAR&Dセンター杭州㈲
マニュファクチャリング北京㈲
パナソニックHA冷蔵庫無錫㈲
パナソニック冷機デバイス無錫㈲
パナソニックAP電子レンジ上海㈲
パナソニックマニュファクチャリング上海㈲
パナソニックR&Dセンター蘇州㈲
パナソニックAPエアコン広州㈲
出所：http://panasonic.co.jp/ap/corporate_profile/overseas_base.html#P02（2013/2/13）より筆者作成。
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社が進出しているが、進出先地域の中で最も多いアジアには82社、そのうち、中国へは49
社と最も多い。さらに、中国への出資額は5億ドルを超え、他の製造業の進出と比べ、進
出件数と進出金額の両方において中国がトップになっている。
３．パナソニックの市場拡大戦略
　2007年、中国に展開するパナソニックの子会社は55社であり、そのうち、製造会社は44
社である。
　2005年、パナソニック電器産業㈱ホームアプライアンスグループは、多くのアプライア
ンス拠点のある杭州地区を、今後の中国アプライアンス事業の重要戦略拠点と位置づけ、
新たに杭州経済技術開発区「松下杭州工業団地」（27万 m2）を建設した。同工業団地に、
炊飯器、エアコンなど家庭用電化製品を生産する「パナソニックHA杭州㈲」およびコ
ンプレッサー部品の精密加工を行う「パナソニックHA精密加工杭州㈲」を建設した。
　日本と同様に米を主食とし、約14億の人口を有する中国は将来の巨大な炊飯器市場にな
り得ると判断し、パナソニックが19億元（約270億円）を投入して、世界最大規模となる
白物家電製品の生産拠点（パナソニックHA杭州有限公司）を中国の杭州に設立したの
をはじめ、プラズマテレビ、洗濯機、炊飯器などの14分野事業を領域別に再編を進めている。
　ホームアプライアンス事業分野では、既にガス機器・炊飯器・掃除機等の生産拠点を杭
州市に展開している。豊かな工業インフラに加え、優秀な人材に恵まれた杭州市を中国で
の重点戦略拠点として位置付け、新拠点と共に既存拠点の強化・拡大を図り中国の成長に
対応していく構えである。また、杭州輸出加工区にある「パナソニックHA杭州（輸出
加工区）㈲」で欧州向け掃除機の生産を開始し、グローバル拠点としての位置づけを強化
している。さらに、中国の優れた人材を積極的に活用するため、将来「開発センタ （ー仮称）」
の設置を検討している。今後の成長戦略の一環としてグローバルな成長、とりわけ中国で
の事業を重要課題と考え事業推進を図っている。これまで日本国内において、環境対応技
術などを軸とした製品開発によって、新しい生活提案を行い顧客の支持を獲得した。杭州
地区を核とし、パナソニックの先進の環境対応技術などをベースに、中国市場と文化に融
合した製品の提供によって、中国の発展と中国消費者のより豊かな生活の実現に貢献する
とともに、グローバル成長を図っている７。
　パナソニックの中国市場進出についてまとめると、技術の導入・低賃金・優遇政策を目
指しながらも、特に中国市場の開拓を重視したものであった。今後も中国の消費市場は急
７パナソニックホームページ　http://panasonic.co.jp/ir/relevant/2004/jn041018-2/jn041018-2.html
（2013/2/13）
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拡大し、最大の消費市場として発展しつつある。合弁による内販権を獲得し、中国への販
売市場の拡大を目指して進出したものといえる。中国側には、資金・技術・設備の導入や、
改革によって表面化した余剰労働力の吸収というメリットがある。特に、外資企業の労働
者の受入れに関して、都市部での就業のチャンスを与えていると考えられる９。
Ⅲ　美的グループの成長戦略
１．美的グループの国内成長戦略
　美的グループの前身は1968年広東省順徳の北沼鎮で23人の住民から集めた5,000元の資
金で設立された「北湾街道プラスチック生産チーム」である。設立当初はプラスチック製
品を製造する小さな町工場であった。1980年、金属扇風機の試作の成功をきっかけに、美
81元＝15円で換算　以降同一の換算レート採用。
９徐方啓『日中企業の経営比較』（2009），p.33。
表Ⅱ－４　2005年杭州に設立したパナソニックHA精密会社の概要
社　名 日本名　パナソニックＨＡ精密加工杭州㈲
中文名　松下電化住設（杭州）精密加工有限公司
英文名　PanasonicHomeAppliances（Hangzhou）PrecisionMachiningCo.,Ltd.
所在地 中国　浙江省　杭州経済技術開発区（下沙）
資本金 7.6億元8（107億円）
設立日 2004年９月29日
事業内容 炊飯器、エアコンなど家庭用電化製品の製造・販売
出所：http://panasonic.co.jp/ir/relevant/2004/jn041018-2/jn041018-2.html（2013/2/13）より筆者作成。
表Ⅱ－５　HAホームアプライアンスグループ　杭州地区　既存拠点一覧
社　名
上段：日本名　中段：中文名
所在地 事業分野
2012年
生産能力
パナソニックHA炊飯機器杭州㈲
杭州 Panasonic 厨房電器有限公司
杭州経済技術開発区3号大街 ジャー炊飯器 200万台
パナソニックHA洗濯機杭州㈲
杭州 Panasonic 家用電器有限公司
杭州市拱墅区長板巷93号
＜杭州経済技術開発区（下沙）
へ移転予定＞
全自動洗濯機
二槽式洗濯機
250万台
パナソニックHA住宅設備杭州㈲
杭州 Panasonic 住宅電器設備有限
公司
杭州経済技術開発区3号大街
19号
ガス機器内需向け掃除機
温水洗浄便座
100万台
（ガス機器）
パナソニックHA杭州（輸出加工区）
杭州 Panasonic 住宅電器設備
（出口加工区）
杭州経済技術開発区12号大街
杭州出口加工区９号棟
輸出用掃除機 200万台
出所：http://panasonic.co.jp/ir/relevant/2004/jn041018-2/jn041018-2.html（2013/2/13）より筆者作成。
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的は本格的に家電生産に参入した。1981年から「美的をブランド名として登録し、使用し
始めた。1992年に美的は株式制への改編を行い、美的グループ株式会社を設立し、正式に「美
的グループ株式有限会社」となった。設立してから約50年が過ぎ、美的グループは中国の
大型家電企業に成長してきた10。
　美的グループの平均年成長率は80年代には60% にも達し、90年代でも50% であった。
近年でも20%超の成長率を保っている。2012年には美的のグループ連結売上高は1,050億
元に達し、対前年比21%増となった。その中、家電製品の売上は745億5,900万元を占め、
対前年比58%増となった。美的グループの家電生産はそもそも扇風機の製造から始まっ
たが、1985年からエアコン、炊飯器、冷蔵庫、洗濯機などの生産にも参入したきた。特に、
炊飯器分野では、中国国内1位の市場シェアを占め、現在エアコン、炊飯器、冷蔵庫、洗
濯機は美的グループの主力家電製品であり、2012年それぞれの売上は総売り上げの45％、
25％、18％、12％を占めている。主力製品以外にも、生活家電では扇風機、電子レンジな
ど、キッチン家電ではガス台、食洗機など、個人ケアー家電ではドライヤ、アイロンなど、
さらにエアコンの心臓部品エアコン・コンプレッサーなども製造している。
　家電生産で築いた強力な経営基盤をもとに、美的グループは多角化経営に踏み出した。
現在、美的グループは空調家電、日用家電、電気設備、不動産開発という４つの産業グルー
プを有し、家電生産を中心事業としながら、業務範囲を物流、不動産開発、金融にまで広
げている。
10譚開強『美的伝奇−5000元から1000億元の家電帝国』（2009），p.18。
表Ⅲ－１　美的グループの概要
社名 美的集団
住所 中国広東省佛山市順徳区美的工業園
創立年月日 1968年
売上 1,050億元（2012年）
社員数 15万名
代表者　取締役 何　亨健
事業内容
会社性質
家電、オーディオ機器、炊飯器
メーカー
メイン市場 全世界
生産能力 家庭用エアコン250万台／年、オフィス用エアコン1万台（セット）／年、エアコン
プレッサー200万台／年、エアコン用小型電機800万台（中国一）、扇風機1,700万台／
年（世界一）、電子炊飯器800万台／年（中国一）、電子レンジ300万台／年、電気ストー
ブ200万台（中国一）、浄水機300万台／年、ガスストーブ100万台／年です。
出所：http://midea11.jp.busytrade.com/aboutus.shtml（2012/2/13）より筆者作成。
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　美的グループは2004年から順次、中国国内の家電企業広州華澪・合肥栄事達・重慶美通
などを買収し、「美的」のほかに、「華澪」、「栄事達」、「美通」、「春花」、「小天鶴」という
ブランドを持つ。現在、美的グループの傘下に美的電器、小天鶴、威霊控股という3つの
上場会社がある。2012年、美的の国内生産拠点は、順徳・広州中山・重慶・安徽合肥・莞
湖・江蘇など14箇所にある。各拠点で生産された家電製品は、アメリカ、イギリス、日本
など200の国と地域に輸出されている。また、企業のグローバルな展開に伴い、美的グルー
プは積極的に海外での現地生産を行い、ベトナム・タイ・エジプト・ベラルーシに生産拠
点を持つと同時に、アメリカ・イギリス・フランス・日本などに60以上の海外販売会社を持っ
ている。2010年美的のブランド価値は497億8600万元に達し、「北京名牌資産評倍有限公司」
により公表された『2010年度中国ブランドランキング』では、美的がTCL、青島を抜き、
6位にランクされた。さらに、2010年2月にイギリスのブランド価値コンサルティング会
社 BrandFinance が発表した『世界最も価値のあるブランド・500ランキング』の中、美
的グループは唯一選出された中国家電企業であった11。
２．美的グループの海外成長戦略
　中国は、対外開放政策により外資の直接投資を受け入れ、企業の経営・技術力の向上、
製品輸出の拡大を図り、外貨を蓄積してきた。WTO加盟後は、グローバル・スタンダー
ドに基づく市場開放、自由競争を推進し、企業の民営化を実行し、中国企業の海外進出が
著しく増えてきている。この現象を中国語で「走出去」という。このとき、中国国内にお
11譚開強『美的伝奇−5000元から1000億元の家電帝国』（2009），p.26。
表Ⅲ－２　美的グループの事業分野と内容
事業分野 事業内容
空調家電 エアコン・冷蔵庫・業務用冷熱機器等の開発・製造・販売
日用家電 白物家電・理美容・健康商品等の開発・製造
デバイス産業 電子部品・電子材料・半導体等の開発・製造・販売
不動産産業 不動産
出所：http://midea11.jp.busytrade.com/aboutus.shtml（2012/2/13）より筆者作成。
表Ⅲ－３　海外関係会社（日本の事例のみ）
本社 日本支社　日本美的株式会社
美的集団 日本の東芝会社と電子レンジ、内釜、エアコンなどで技術提携関係を持っています。
出所：http://midea11.jp.busytrade.com/aboutus.shtml（2013/2/13）より筆者作成。
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ける外資企業と内資企業の競争は一層激しくなるものと予想される。また、東南アジア諸
国との FTA（自由貿易協定）の締結は、中国製品の輸出を増やすチャンスともなる。し
かし、中国企業の弱点は、ブランド力の弱さである。安い労働力の利用により、コスト競
争力を高めてきたが、今後はこれだけでは不足である。自社ブランドを海外で確立しなけ
れば、先進資本主義諸国企業のOEM工場にとどまり、将来的に生存競争に勝ち残ること
は難しいといえる。そこで、グローバル企業への更なる発展を目指す企業は、これまでの
ノウハウの蓄積を糧に企業力を強化しておきたいと考えている。この手段として、中国企
業の「走出去」＝海外進出がある。
　1980年代からの日本の海外進出は、製品製造、製品開発、企業経営の各方面で日本的な
システムを進出国企業（工場）に移転しようとするものであった。中国企業も対外開放以
来、日本企業の直接投資を受け入れる中で、日本企業の方式を経験として学んできた。
　海外市場に進出し、海外売上高を拡大するために、美的グループは海外戦略を定めた。
第一歩として、中国市場では美的ブランドで市場シェアを高めていきながら、海外市場で
はOEM製品を中心に輸出する。さらに、外国の企業を買収することである。ローカルな
企業を実際に経営することにより、海外の経営経験を積み、海外市場の販売を拡大する。
それと同時に、美的ブランドを海外市場で少しずつ浸透させる。続いて、世界規模で美的
を白物家電ブランドとして確立し、「美的」の家電製品をグローバルに販売する。2010年
まで、美的グループは米州、欧州、中東、アジア太平洋、南米などの6つの地域に60以上
の海外販売会社を持ち、200カ国・地域に進出している。
　グローバルな販売ネットワークを構築すると共に、美的グループは海外工場の設立にも
力を入れている。2006年東南アジア諸国で事業の開拓を狙い、2,500万ドルでベトナムに
生産工場を設立した。ベトナムの工場が美的グループの最初の海外工場となった。2007年
美的グループはベラルーシで地元のHorizont 株式会社と「Midea−Horizont」合併会社を
設立し、ロシア地域やカザフスタンヘ「美的」の電子レンジを供給し始めた。その後、合
併会社の製品も電子レンジから掃除機、扇風機などといった日用家電にまで広げてきた。
2010年5,748万ドルでエジプトのエアコン企業Miraco の32.5% の株を買収し、アフリカで
の工場を設立することができた。この工場ができたことにより、美的グループは比較的に
低いコストやリスクでエジプト市場を開拓できただけでなく、アフリカ、中東、南コー
ロッパなどの地域で「美的」製品を宣伝し、「美的」のブランドをアピールすることもで
きるようになった。2011年8月美的グループは約2億2千万ドルでアメリカのエアコン大
手キャリアのブラジル、アルゼンチン、チリなどといった南米地域における事業を買収す
ると発表した。買収決定の公告の中で、美的グループは今回の買収を「エジプトのエアコ
中国における炊飯器市場をめぐるパナソニックと美的集団のマーケティング戦略の比較分析（王　丹霞）
（67）67
ン企業Miraco の買収の成功に次ぎ、美的グループのグローバル化戦略を推進し、南米市
場での販売を拡大し、海外で「美的」ブランドを普及させるための重要な一歩と明確に位
置づけ、新興国を中心に海外事業の拡大を目指す12。
　美的はエアコンや冷蔵庫、洗濯機を主力事業とし、エアコンでは珠海格力電器（広東省）
に続く中国2位につけている。2010年に対前年比5.8％増の892億元売上高の内、海外市場
比率は27％であった。
Ⅳ　パナソニックと美的グループの炊飯器戦略の比較
　中国の電気炊飯器の生産量は世界トップで、生産能力の拡大とともに価格も急速に低
下している。中国では100～200元（1,500円～3,000円）程度で購入できる炊飯器も多いが、
中国人消費者の多くが、外国ブランドの3,000～4,000元（４万5,000円～6万円）もする炊
飯器を求める傾向が強く、高級炊飯器がよく売れている。今や海外旅行する中国人の多く
が、大小さまざまなパッケージの化粧品を抱えて帰ってくるだけでなく、パナソニック製
炊飯器を別便で家に送るようになっている。超豪華炊飯器はほとんどが日本製品で、日本
を旅行した観光客にこうした現象が数多くみられる。それだけでなく、インターネットの
海外代理購入の世界では、日本製炊飯器を取り扱う店舗が増えているという。世界最大の
炊飯器生産国に暮らす中国人消費者が、価格が何十倍も高い外国製品にこれほど熱くなる
のはなぜだろうか13。
　パナソニックなどの高級炊飯器を使ったことのある消費者の多くは、「高級炊飯器で炊
くと本当においしくて、口当たりも違う。それに栄養成分も壊れないとのうわさだ。」14と
語る。業界関係者は「これは消費者の外国崇拝だけでなく、海外の炊飯器の技術や原理が
国内のほとんどの炊飯器と異なることが高い評価の原因だ。」15と指摘した。日本で主流と
なっている炊飯器はマイコン制御で、炊飯の過程で加熱方式や温度を自動調節することで
理想的な白米の形・味・色・口当たり・香りを実現する。これに対し、中国メーカーの炊
飯器は単純な加熱による炊飯機能しか持たないものが多い。
　中国でもマイコン炊飯器は生産されているが、その売れ行きはあまり良くない。美的グ
ループは1994年に日本から技術を導入し、マイコン炊飯器生産を始めたが、中国国内の炊
12譚開強『美的伝奇−5000元から1000億元の家電帝国』（2009），p.98。
13「人民網日本語版　経済新聞」2011/2/7
14「人民網日本語版　経済新聞」2011/2/7
15「人民網日本語版　経済新聞」2011/2/7“中国人消費者　日本の超豪華炊飯器を買うのはなぜ”
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飯器市場におけるマイコン炊飯器のシェアはわずか32％に過ぎない16。そこで、2011年に
1億元（約15億円）を投入して独自のマイコン炊飯器を打ち出し、外国ブランドの市場独
占を奪回する計画である。美的グループ市場部の王松濤総監によると、日本は世界で最も
早く機械式電気炊飯器を発明した国だが、マイクロチップの登場により、わずか10年でコ
ンピューター制御のインテリジェント炊飯器が機械式製品を駆逐してしまった。美的は
1994年に同技術を日本から導入し、中国で他社に先駆けて生産をスタートしたが、広告宣
伝が不十分だったため、今でも国内の炊飯器市場でインテリジェント型製品が占める割合
はわずか32％に過ぎず、伝統的な機械式炊飯器がなお主流である。ここ1～2年の間に、
中国人消費者が日本製炊飯器を大量に購入するようになっており、美的は中国でも超豪華
炊飯器の市場が形成されたと見なし、今後は強力なキャンペーンを行って市場をこじ開け
たい考えである。実際、美的グループは2008年からインテリジェント炊飯器市場に力を入
れ始めており、1年間の普及活動を経て、国台数は2009年の100万台から2010年は400万台
に急増した。
　2012年現在、中国国内炊飯器市場は、伝統的な機械式炊飯器、マイコン炊飯器メーカー
がおよそ800数社あり、広東省だけで200社あり、大きな影響力を持つ企業はまだ少ない。
高機能モデル開発と製造面が弱みである。全国の生産メーカーは主に珠江三角洲と長江三
角地区に集中し、比較的実力がある企業は美的グループである。
　成熟しつつある小型家電製品市場に位置する炊飯器は都市と地方の家庭炊事場の必需的
な電器である。そのため農村家庭での使用率が高いが、農村市場は今まで価格だけを重視
する特徴があり、いくつかローエンドのブランドに大きな市場を提供してきた。現状によ
ると、全国の炊飯器年間生産量は約2,000万台で、都市でも農村でも、炊飯器に買替量と
16「人民網日本語版　経済新聞」2011/2/7“中国人消費者　日本の超豪華炊飯器を買うのはなぜ”
表Ⅳ－１　中国主な炊飯器生産メーカー
企　業 英語表示 創立と所在地 主な製品（強み）
長　虹 CHANGHONG 1958年四川 カラーテレビ、エアコン、白物家電製品
美　的 Midea 1968年広東 白物家電製品、エアコン、冷蔵庫
格蘭仕 Galanz 1978年広東 白物家電製品、エアコン
康　佳 KONKA 1980年広東 携帯電話、LED電球、カラーテレビ
海　爾 Haier 1984年山東 冷蔵庫、洗濯機
蘇　寧 Suning 1990年江蘇 白物家電製品、パソコン、通信設備
蘇泊爾 Supor 1994年浙江 白物家電製品、食器洗い機、乾燥機
九　陽 Joyoung 2002年山東 電気ポット、ジューサー、ミキサー
出所：中国の各炊飯器家電メーカーのホームページを参考より筆者作成。
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新規購入量は増えている。市場変動は穏やかで、市場の販売量の主力は中級炊飯器である
が、高級炊飯器の需要は毎年増加している17。
　模倣品製造の主役と言われる中国では炊飯器は日本のコピー商品が散見され、よく見る
と同一のデザインモデルと思われるものも多い。炊飯器は1990年代から普及し始めて、中
国の炊飯器生産メーカーが、自らデザイン開発するには莫大な投資が必要である。簡単に
似たようなデザインの製品が安価で作られるため、一旦市場に新機種が新登場すると、「外
観模倣」から「機能模倣」まで真似で作られた炊飯器が登場する18。
　炊飯器の業界は既に成熟期に入っており、ブランド品の集中の程度が高いことはひとつ
の重要な市場特性である。中国市場調査研究のデータによると、マイコンジャー占有率1
位にある美的、パナソニック、蘇泊爾の総計は全国のマイコンジャー市場の４分の3を占
める。美的メーカーの炊飯器の市場シェアは約全国の半分程度を占める。炊飯器業界がき
わめて寡占市場であることを示している。普及価格帯の製品が中心となり、高級ゾーンで
の展開がやや遅れている。2012年度炊飯器市場シェア一位は美的メーカー41％、二位蘇泊
爾（スポル）20％、三位パナソニックは12％である。美的など地場家電メーカーはパナソ
ニックの中国市場拡大における強力なライバルである19。
　各ブランドのホームページのデータに基づいて、価格一覧表を作成した。市場シェア1
17李燕京「5年間で美的を作る」，『中国消費者新聞』2011/8/10
18 JETRO「第三国における中国製模倣品の流通実態調査」（2005），p.148。
19中国炊飯器市場研究年度報告書（2012年），pp.52-53。
 
 
15 
 
は中級炊飯器であるが、高級炊飯器の需要は毎年増加している17。 
模倣品製造の主役と言われる中国では炊飯器は日本のコピー商品が散見され、よく
見ると同一のデザインモデルと思わ ものも多い。炊飯器は 1990 年代から普及し始
めて、中国の炊飯器生産メーカーが、自らデザイン開発するには莫大な投資が必要で
ある。簡単に似たようなデザインの製品が安価で作られるため、一旦市場に新機種が
新登場すると、「外観模倣」から「機能模倣」まで真似で作られた炊飯器が登場する18。 
炊飯器の業界は既に成熟期に入っており、ブランド品の集中の程度が高いことはひ
とつの重要な市場特性である。中国市場調査研究のデータによると、マイコンジャー
占有率１位にある美的、パナソニック、蘇泊爾の総計は全国のマイコンジャー市場の 4
分の 3 を占める。美的メーカーの炊飯器の市場シェアは約全国の半分程度を占める。
炊飯器業界がきわめて寡占市場であることを示している。普及価格帯の製品が中心と
なり、高級ゾーンでの展開がやや遅れている。2012 年度炊飯器市場シェア一位は美的
メーカー41％、二位蘇泊爾（スポル）20％、三位パナソニックは 12％である。美的な
ど地場家電メーカーはパナソニックの中国市場拡大における強力なライバルである19。 
 
図Ⅳ－１ 2012 年度中国炊飯器市場シェア 
 
出所：中国炊飯器市場研究年度報告書（2012 年）より筆者作成。 
各ブランドのホームページのデータに基づいて、価格一覧表を作成した。市場シェ
ア１位の美的とスポルの平均価格は 100－1000 元である。太字で表示する外国メーカ
                                                  
17 李燕京「5 年間で美的を作る」，『中国消費者新聞』2011/8/10  
18 JETRO 「第三国における中国製模倣品の流通実態調査」（2005），p.148. 
19 中国炊飯器市場研究年度報告書（2012 年），pp.52-53. 
出所：中国炊飯器市場研究年度報告書（2012年）より筆者作成。
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位の美的とスポルの平均価格は100−1,000元である。太字で表示する外国メーカーは、国
産品より3倍の差があるので、市場シェアの差が出る原因のひとつは価格であると考えら
れる。
　2011年、美的グループは全国７都市（1級都市21の北京、上海、広州、2級都市22の重慶、
蘇州、寧波、厦門）の一般消費者に対しアンケートを実施し、家電流通チャネルの利用状
況、過去1年間の購入商品、サービス、促進販売、今後の購入意向などを調査した。有効
回答数は2,505である23。調査結果によると、一部の消費者が価格高くても日本製品を購入
したいと述べ、購入する理由としては「日本の製品が最も優れていると思うから」の他、「海
外メーカーの製品のアフターサービスが安心できる」ということである。ここで、中国市
場において外国メーカー炊飯器のなかでよく売れているパナソニック製品を取り上げ、美
的メーカーとの４P戦略について比較し、検討する。
　まず、両社の４P戦略を比較する前に、４P戦略の重要性を検討しておこう。
　４Pとはマーケティングの各戦略の頭文字を取って名付けられたもので、別名マーケ
ティングミックスとも呼ばれている。マーケティングでは、この４つの P、Product（製
品）、Price（価格）、Place（流通）、Promotion（プロモーション）の４つの戦略を組み合
わせて最大の効果を目指していくことになるのである24。
201元＝15円で換算
211級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、
澳门、重庆、成都、西安　18個。
222級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、
汕头、珠海、海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐　25個。
23美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）
24安部徹也『これだけ！４P』（2010），P.3。
表Ⅳ－２　中国炊飯器メーカー価格一覧表
美的 100元～1,000元20
蘇泊爾 100元～1,000元
パナソニック 300元～3,000元
格蘭仕 100元～1,000元
フィリップス 550元
奔腾 150～500元
タイガー 1,800～3,000元
三角 130元
東芝 600元
格力 200元
出所：中国炊飯器市場研究年度報告書（2011年）より筆者作成。
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　Product（製品・サービス・品質）戦略の立て方：まず「何を売るのか？」という製品
戦略を検討する場合、「パナソニックや美的メーカーの売りたい製品を販売する」という
視点ではなく、「ターゲットとするお客様が買いたい製品を販売する」という視点が重要
になってくる。大量生産・大量消費の時代は、メーカーが製品を作れば売れるというマー
ケティング不要の時代であるが、現代のようにモノが溢れ、ほとんどの市場で成熟期を迎
えている状況では、顧客は本当に必要な物や欲しいと感じるものにしか購入しない25。そ
こで製品戦略では両社の炊飯器分野における販売している機種を明らかにして、本当に中
国顧客欲しいと思わせる製品を開発し続けることが重要なポイントになる。
　Price（価格）戦略の立て方：続いて「いくらで売るのか？」という価格設定を行なう
ことになる。価格はメーカーにとっては売上や利益に直結しているし、顧客にとっては購
入に対してのハードルになるからである26。たとえば、低価格設定の美的は顧客にとって
購入に対するハードルを低くする効果を発揮することができるが、低価格で利益を上げる
仕組みを構築しておかなければ、売上だけは上がっても低収益に苦しむことに繋がりかね
ない。逆に高価格設定はパナソニックにとっては高収益を上げるためには好都合かもしれ
ないが、顧客にとっては購入に対するハードルが高くなるという事態を招く。
　Place（流通）戦略の立て方：次の流通戦略では「どこで売るのか？」を決定する。い
くら素晴らしい炊飯器を手頃な価格で提供しても、実際にその炊飯器が店頭に並んでいな
ければ購入されることはない。そこで流通戦略では、ターゲット顧客の特性に応じて最適
の流通網を築いていく必要があると思われる27。たとえば、若者がターゲットであれば総
合スーパー、通販が主要な流通網になるかもしれないし、富裕層がターゲットであれば百
貨店が効果的な流通網になるだろう。ターゲット顧客の行動を分析して、最も接触が図れ
る流通網を整備することによってスムーズに製品の販売が実施されるという点からも、流
通戦略の重要性が伺える。
　Promotion（プロモーション）戦略の立て方：最後は「どのようにして自社製品を知っ
てもらうか？」というプロモーション戦略の展開である。現代ではテレビや新聞、ラジオ、
雑誌、インターネットなど様々なマスメディアがあり、プロモーション戦略で活用するこ
とができる28。製品の認知度を高めたい場合にはこれらマスメディアを活用して、不特定
25フィリップ・コトラー『コトラー&ケラーのマーケティング・マネジメント　第12版』（2013年）P．
20－22。
26フィリップ・コトラー『コトラー&ケラーのマーケティング・マネジメント　第12版』（2013年）P．
20－22。
27フィリップ・コトラー『コトラーのマーケティング・コンセプト』（2003年）P.143。
28フィリップ・コトラー『コトラーのマーケティング・コンセプト』（2003年）P.143。
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多数の消費者にアピールすることが有効になる。一方で、自社製品のリピート販売向上に
繋げたい場合は、ダイレクトメールやコールセンターからの電話セールスなどを活用する
ことができるだろう。プロモーション戦略においては、目的に応じて様々なツールを使い
分けるとより効果が高まる。
　以上、「何を」「いくらで」「どこで」「どのようにして」という４P戦略を見てきたが、
これらの戦略は単体で機能するものではなく、組み合わせによって効果を発揮する。
291元＝15円
301級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、
澳门、重庆、成都、西安　18個。
2級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、
汕头、珠海、海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐　25個。
313級内陸地方都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、
绍兴、台州、温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林　24個。
４級内陸地方都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、
湖州、舟山、漳州、株洲、潮州、柳州　18個。
表Ⅳ－３　パナソニック製炊飯器と美的炊飯器の比較
パナソニック 美的
プロダクト戦略
（機種数）
（７都市）で販売する機種約18機種（中
級品と高級品が中心）
（７都市）で販売する機種約33機種（高
級品から激安品まで）
プライス戦略 300元～3,000元29（中、高価格） 100元～1,000元（低、中価格）
チャネル戦略
1級都市の家電量販店、一部の地域代理
店、総合スーパー、通販に浸透している、
農村部市場はまだほとんど浸透していな
い現状である。
1級都市、2級の内陸都市、農村部、通販、
国内すべての販売ルートを利用して商品
展示している。
広告宣伝戦略
①チラシ、パンフレット、カタログなど
各販売店頭にしっかり置く。
②雑誌広告が飛行機の機内誌に掲載され
る。
③テレビCMは特定エリアで帯番組、月～
金、月～日と同じ時間に放送する。
④ネット広告を利用している。
①一風変わった広告戦略と広告を支援す
る PR活動（商品チラシ、パンフレッ
トなど自作する）。
②雑誌広告、交通広告、チラシなどへ広
告を出稿する。
③テレビ CMは全国エリアで帯番組月～
金、月～日と同じ時間に放送する。ま
た、店頭・街頭に止まらない試食品戦
略。
④ネット広告：バナー広告、リスティン
グ広告（PPC広告）とメルマガ広告を
利用している。
店頭販売員戦略
1、2級都市30の家電量販店ほぼ全部設
置している状態、地域代理店、総合スー
パーの売り場には、専任の販売員はいな
い。他の商品も担当している販売員が厨
房用具商品の接客も兼務している体制が
多い。
1、2級の都市家電量販店、地域代理店、
総合スーパーなどの一般店舗および3、
４級内陸地方都市31販売店では、美的専
任の販売員が設置している体制が多い。
出所：美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）より筆者作成。
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　競合との関係性の中で、パナソニックと美的の「４P」の強みや弱みをはっきりさせる
ことができれば、これからパナソニックは中国の市場でどの方向を目指して戦略を立てれ
ばいいかが見えてくるもの。
　この「４P」それぞれについて、パナソニックと美的メーカーを比較し、表Ⅳ−3にし
て並べることで、パナソニックの強みや弱みが美的と比べてどうなのかが把握でき、課題
が見えて、「とるべき戦略」がわかるようになる。今現在の戦略の内容と照らし合わせれば、
自社の経営戦略を客観的に判断することが可能になる。
１．価格設定について
　美的の価格は商品機能、デザインにより多様である。80元、150元～1,000元以上の商品
が揃っているので、消費者にとって、選択幅が広い。炊飯器は安ければいいという傾向が
強かった中国の低所得層に受け入れられている。
　パナソニック製品の価格設定は一番安くても300元、さらに、商品機能、デザインによっ
て、700元～3,000元の高額商品が多い。
　価格競争の激化に伴い、リアル店舗でも通信販売でも同一の商品を販売するため、瞬く
間に安売り競争に発展し、リアル店舗よりもインターネット販売が日常化としている。消
費者にとってはリアル店舗より安く購入できるので、当然利用は増大する。近年、リアル
店舗に商品を見に行ってインターネットで購入するというような消費者も増えている。
　［なぜ美的炊飯器を購入したのか］という聴取調査によれば、グラフで分かるように、
第1位は「価格が安い30％」、第2位は「よく広告を打っている17.6％」、第3位は「ポイ
ントなど特典がある12.6％」であった。消費者が商品購入時、機能より価格重視すること
 
 
20 
 
があまり良くない、保証やアフターサービスの内容が必ずしも充実していない、専任
の販売員が常駐しても、店の雰囲気 接客態度が良くないなどのネガティブなイメー
ジが強い。 
図Ⅳ－2 消費者が美的炊飯器を選択した理由 
 
出所：美的グループアンケート調査（2011 年）と年次報告（2009 年－2012 年）より筆者作成。     
 
2． 流通チャネルと品揃え 
美的は 1、2 級沿海都市および 3、4 級内陸都市の家電量販店、地域電気店、総合ス
ーパー、百貨店、ホームセンター、通信販売を主な販路として商品がすべで展示され
ている。パナソニックは 1、2 級都市の家電量販店、地域電気店、通信販売において全
般的に展示されているが、3、4 級の内陸地方都市や農村部の総合スーパー、ホームセ
ンターではほとんど商品展示がなく、販売ルートとして未開発の地方都市や農村部の
市場が多い。さらに、美的集団は旗艦店や有名商業施設への出店、有力小売業との取
引に先駆けて、販売予定地で徹底してＴＶスポットを入れ、認知度の向上（PR・販促・
広告宣伝）には非常に力を入れている。豊富な品揃えと店員の商品知識もパナソニッ
クに比べて強みになっており、口コミによるパブリシティー効果も大きい。 
① 大都市の家電量販店 
白物家電をベースにして店舗を大型化し、厨房用品全般を扱うようになった業態で
ある。都市部で若者やビジネスマンなどを対象に圧倒的な集客力を誇り、地方都市へ
の進出などが見られるようになるというような経緯で勢力を伸ばしてきた。パナソニ
ックも美的製品も大量に展示販売しており、順調に業績を伸ばしている。 
中国国内の主要な巨大ターミナルには既に出店を果たしており、地方の中核都市に
も計画的に店舗を広げているところである。デジタル製品などは若者やビジネスマン
出所：美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）より筆者作成。
図Ⅳ－２　消費者が美的炊飯器を選択した理由
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が判った。
　一方で、消費者の多くは低価格を理由にして商品購入しているが、高品質と優れた機能
などはあまり重視されていない。要約すると、美的炊飯器のプラス面の特徴は低価格、良
く広告を打っている宣伝効果で認知度が高く、よく来店する会員消費者にポイントなどの
特典を設けている。マイナス面では、海外ブランドと比較すると、品質があまり良くない、
保証やアフターサービスの内容が必ずしも充実していない、専任の販売員が常駐しても、
店の雰囲気と接客態度が良くないなどのネガティブなイメージが強い。
２．流通チャネルと品揃え
　美的は1、2級沿海都市および3、４級内陸都市の家電量販店、地域電気店、総合スー
パー、百貨店、ホームセンター、通信販売を主な販路として商品がすべで展示されている。
パナソニックは1、2級都市の家電量販店、地域電気店、通信販売において全般的に展示
されているが、3、４級の内陸地方都市や農村部の総合スーパー、ホームセンターではほ
とんど商品展示がなく、販売ルートとして未開発の地方都市や農村部の市場が多い。さら
に、美的集団は旗艦店や有名商業施設への出店、有力小売業との取引に先駆けて、販売予
定地で徹底してＴＶスポットを入れ、認知度の向上（PR・販促・広告宣伝）には非常に
力を入れている。豊富な品揃えと店員の商品知識もパナソニックに比べて強みになってお
り、口コミによるパブリシティー効果も大きい。
①大都市の家電量販店
　白物家電をベースにして店舗を大型化し、厨房用品全般を扱うようになった業態である。
都市部で若者やビジネスマンなどを対象に圧倒的な集客力を誇り、地方都市への進出など
が見られるようになるというような経緯で勢力を伸ばしてきた。パナソニックも美的製品
も大量に展示販売しており、順調に業績を伸ばしている。
　中国国内の主要な巨大ターミナルには既に出店を果たしており、地方の中核都市にも計
画的に店舗を広げているところである。デジタル製品などは若者やビジネスマンの顧客が
多く映像系や情報系商品に強みを発揮するが、最近では主婦、高齢層まで客層が広がり、
炊飯器を含め生活家電のシェアも拡大傾向にある。
②地域電器店
　メーカーの系列店や複数メーカーの商品を扱う併売地域電器店など、いわば「まちの電
気屋さん」が地域電器店である。大多数が地域密着型の中小規模店であり、店の周辺の気
心の知れた消費者が中心顧客であるため、顧客に対する商品説明への取り組みや素早いレ
スポンスには定評がある。しかし近年はパナソニックや美的の製品を展示しても、価格や
中国における炊飯器市場をめぐるパナソニックと美的集団のマーケティング戦略の比較分析（王　丹霞）
（75）75
品揃えの面で家電量販店への消費者の流出を止められず、また、後継者不足の店も多く、
店舗数は長期的に縮小傾向にある。
③総合スーパー
　多品種の商品を大量仕入、大量販売する方式で経済成長期の中国の消費者の要求に応え
てきたが、消費者の要求の多様化、高級品への憧れのなどに対応できなかったこともあ
り、近年では広域から集客する大規模なスーパーセンターや大型ショッピングセンター
（ショッピングモール）といった新しい業態に軸足を移しつつある。
④ホームセンター
　家電専門店ではほとんど扱っていない電材（配線材料）関係の扱いはあるものの、一般
電気製品については乾電池、電球・蛍光灯などの消耗品、エアコン、温水洗浄便座などの
住設関連機器、炊飯器や電子レンジなど調理家電を中心とした基本的なものに限られ、そ
れ以外の家電製品、特にデジタルＡＶ機器や情報家電、高額の大型家電製品などの取り扱
いはほとんどない。
⑤通信販売
　過去1年間炊飯器を購入した流通チャネルについての結果は図Ⅳ−3の通りである。圧
倒的に多かったのが「都市部の量販店」、約半分の利用率を持っている。第2位は「地域
電気店26.3％」。第3位は「通信販売13.7％」であることが明らかになった。3位以下のチャ
ネルの利用状況に比べると、非常に高い利用率である。４位の「総合スーパー5.1％」、「大
型店を構えるホームセンター3.7％」、「工務店0.9％」と比べると、それほど大きな差はつ
いていない。「その他」という回答の中身は、ドンキホーテ、アウトレット、百貨店、社
員販売、旅行時のお土産購入などであった。選択肢として設けた6つのチャネル分類に当
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い物が普及していた。2012 年 6 月時点で、中国のインターネット利用者はすでに 5 億
3800 万人を超え、モバイルインターネット利用者も 3 億 8,800 万人以上を超えた、更
に 2013 年にはネット通販の利用者は 2 億 4,000 万人を超えると予想される。利用者の
増加と共に、中国のネット通販市場の規模は年々大きくなる。 
図Ⅳ－3 炊飯器購入時の流通チャネル 
 
出所：美的グループアンケート調査（2011 年）と年次報告（2009 年－2012 年）より筆者作成。 
 
高度成長期の中国市場では、ワン・パターンのチャネル対応が主流であるが、技術
や IT の進歩により、様々なチャネルが発生し選択肢が増え便利になっている一方で、
どの接点チャネルを選べばよいのか分からなくなり売り手も買い手も振り回されてし
まいがちである。だからこそ、明確な情報をもって、しっかりとした戦略・軸を固め
ることが大事である。接点チャネルをつくる前提として、ターゲット層の見極めとセ
グメントがますます重要になっている。 
 
3. 商品仕様について 
美的は近年積極的にデザインと機能を変えて、モデルチェンジも速い。それに対し
て、パナソニックは高級モデルを展開しているが、モデルチェンジ面では美的よりや
や遅れている。 
美的とパナソニック炊飯器選択時の重視ポイントによると、美的炊飯器選択時の第
１位が「安価 30％」、第 2 位が「ブランド意識 15.6％」、第 3 位が「品揃えが良い 10％」
と第 4 位、第 5 位の「多機能 9.9％」、「販売員の商品知識 9.8％」とほとんど差がつい
ていない。パナソニック炊飯器の選択時の第 1 位が「ブランド意識 30.9％」、第 2 位が
「多機能 19.2％」、第 3 位が「品質が良い 15.1％」である。このデータによると、ま
出所：美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）より筆者作成。
図Ⅳ－３　炊飯器購入時の流通チャネル
大阪産業大学経営論集　第 15 巻　第 1号
（76）76
てはまらないか、あるいは選択肢の中にあるが一般消費者では判断が難しかったために「そ
の他」回答となっている。
　ここで、注目したいのは第3位の「通信販売13.7％」である。中国通信販売協会の調査
によると、中国の通信販売市場は、2001年度の2兆4,900億元から2010年度の４兆6,700億
元まで、10年間でほぼ倍増している。中国家電研究所（2007年度より）によると、2010
年度の家電（炊飯器を含む）の通信販売市場規模は、メーカー・販社出荷ベースで294億
元である。家電市場全体の3割を占めている。中国でもネットで買い物が普及していた。
2012年6月時点で、中国のインターネット利用者はすでに5億3,800万人を超え、モバイ
ルインターネット利用者も3億8,800万人以上を超えた、更に2013年にはネット通販の利
用者は2億4,000万人を超えると予想される。利用者の増加と共に、中国のネット通販市
場の規模は年々大きくなる。
　高度成長期の中国市場では、ワン・パターンのチャネル対応が主流であるが、技術や
ITの進歩により、様々なチャネルが発生し選択肢が増え便利になっている一方で、どの
接点チャネルを選べばよいのか分からなくなり売り手も買い手も振り回されてしまいがち
である。だからこそ、明確な情報をもって、しっかりとした戦略・軸を固めることが大事
である。接点チャネルをつくる前提として、ターゲット層の見極めとセグメントがますま
す重要になっている。
３．商品仕様について
　美的は近年積極的にデザインと機能を変えて、モデルチェンジも速い。それに対して、パ
ナソニックは高級モデルを展開しているが、モデルチェンジ面では美的よりやや遅れている。
　美的とパナソニック炊飯器選択時の重視ポイントによると、美的炊飯器選択時の第1位
が「安価30％」、第2位が「ブランド意識15.6％」、第3位が「品揃えが良い10％」と第４位、
第5位の「多機能9.9％」、「販売員の商品知識9.8％」とほとんど差がついていない。パナ
ソニック炊飯器の選択時の第1位が「ブランド意識30.9％」、第2位が「多機能19.2％」、
第3位が「品質が良い15.1％」である。このデータによると、まず、中国消費者が商品購
入時に、機能、品質より価格を重視することが判った。近年、炊飯器は以前より買いやす
い価格帯になってきたものの、パナソニック商品に対するポジティブな印象が圧倒的に強
い。「先進的な技術・多機能」、「高品質」、「ブランド力」という項目のイメージでは、パ
ナソニック商品は圧倒的に高い支持を集めている。つまり、中国の消費者は日本商品にき
わめて高い信頼性を持っており、またブランド品・高額化という認識も強いようである。
今後のパナソニックの注目ポイントとしては、富裕層にとどまることなく、価格面では個
中国における炊飯器市場をめぐるパナソニックと美的集団のマーケティング戦略の比較分析（王　丹霞）
（77）77
人消費の拡大が著しい内陸部の3、４級都市の消費者や消費の中心となると期待される「80
后（バーリンホー）世代」32を新たなターゲットとして、中心価格が1,000元33未満の炊飯器
市場の開発と拡大が必要であると思われる。
４．販売促進について
　美的から派遣された専門的な販売員が多いのに対して、中国市場において、パナソニッ
クから派遣された専任の商品販売員が少ないために、商品説明に関しては説得力がない。
パナソニック製炊飯器の特徴として、使い勝手・調理機能がユーザーに理解できないため、
中国大都市や地方都市で炊飯器の実演プロモーションを行う必要があると思われる。パナ
ソニック製炊飯器を使って、パナソニックの設計意図をフルに活用し、ユーザーに充分に
理解してもらい、実演をやり炊飯器の拡販を促進する。炊飯器は安ければいいという傾向
が強かった中国消費者に、おいしくご飯を食べるための炊飯器という新たな市場を創出す
ることが考えられる。
　現在1、2級都市量販店において、パナソニックと美的は専門販売員を配置している。3、
４級内陸都市地域代理店、総合スーパーなどの一般店舗では、美的は専任の販売員を配置
しているが、パナソニックは、専任の販売員を配置していない。他の商品も担当している
販売員が厨房用具商品の接客も兼務する体制である。
32普通1980年～1989年生まれの中国人を指す。一人っ子政策による「6つのポケット」に甘やかされ、学
校では社会主義思想を学ぶ一方、社会では改革開放以降の資本経済の繁栄を目にしてきた世代である。
331元＝15円　1,000元＝15,000円
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ず、中国消費者が商品購入時に、機能、品質より価格を重視することが判った。近年、
炊飯器は以前より買いやすい価格帯になってきたものの、パナソニック商品に対する
ポジティブな印象が圧倒的に強い。「先進的な技術・多機能」、「高品質」、「ブランド力」
という項目のイメージでは、パナソニック商品は圧倒的に高い支持を集めている。つま
り、中国の消費者は日本商品にきわめて高い信頼性を持っており、またブランド品・高額
化という認識も強いようである。 
今後のパナソニックの注目ポイントとしては、富裕層にとどまることなく、価格面
では個人消費の拡大が著しい内陸部の 3、4 級都市の消費者や消費の中心となると期待
される「80 後（バーリンホー）世代」32を新たなターゲットとして、中心価格が 1000
元33未満の炊飯器市場の開発と拡大が必要であると思われる。 
 
図Ⅳ－4 美的とパナソニック炊飯器選択時の重視ポイント 
 
出所：美的グループアンケート調査（2011 年）と年次報告（2009 年－2012 年）より筆者作成。     
 
4. 販売促進について 
美的から派遣された専門的な販売員が多いのに対して、中国市場において、パナソ
ニックから派遣された専任の商品販売員が少ないために、商品説明に関しては説得力
がない。パナソニック製炊飯器の特徴として、使い勝手・調理機能がユーザーに理解
できないため、中国大都市や地方都市で炊飯器の実演プロモーションを行う必要があ
ると思われる。パナソニック製炊飯器を使って、パナソニックの設計意図をフルに活
                                                  
32
 普通 1980 年～1989 年生まれの中国人を指す。一人っ子政策による「６つのポケット」に甘やかされ、学校では
社会主義思想を学ぶ一方、社会では改革開放以降の資本経済の繁栄を目にしてきた世代である。 
33 １元＝15 円 1000 元＝15000 円 
出所：美的グループアンケート調査（201 年）と年 − 作成。
図Ⅳ－４　美的とパナソニック炊飯器選択時の重視ポイント
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　美的炊飯器の情報入手先の第1位は「テレビ番組・CM26％」、積極的に広告宣伝費用
を投入及び販売店の営業活動や販売員の対応が非常に活発であることを想像させる。第2
位は「新聞記事約19％」、第3位は「店頭で見る14％」である。パナソニックの情報入手
で第1位が「店頭で見る35％」、注目したいのは、第2位の「インターネットの情報」で
ある。他のメディアの場合は、わざわざ自分から情報を探しに行く性格のものではなく、
たまたまそこにあった情報が目に入ったという受動的な情報入手方法だが、インターネッ
トの場合は、消費者が自分で情報を探しに行くという能動的な情報入手方法である。情報
提供する側から見ると、インターネットは購入意向の強い人に情報を届けやすい高効率な
メディアであるということができる。
　かつてのような利用メディアがカタログやDM中心であったころに比べ、現在はテレビ・
ラジオ、新聞・雑誌広告や折り込みチラシ、インターネット、モバイル（携帯電話）など
多様なメディアが利用できる。美的製品は一風変わった広告戦略と広告を支援する PR活
動に力を入れている。商品チラシ、ブログ、ガイドブックなど、いずれもオリジナルな広
告を自前で作成していた。最大の理由は、パナソニックなどの海外ブランド品と区別する
ために、メーカーの用意した販促物は極限すれば「製品カタログ」であり、その製品がど
んな機能を持っているかは分かるが、その製品を使用するユーザーにどのようなメリット
があるかは示していないからである。消費者の知りたいことは多種多様だが、最も重視す
るのは、購入することでどのような物的・心的メリットがあるかであり、それは消費者そ
れぞれで異なる。自ら接客に携わり消費者のニーズを一番詳しく知っている人でなければ、
消費者が本当に求める情報を提供するコミュニケーションを作ることはできない。
出所：美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）より筆者作成。
図Ⅳ－５　美的とパナソニックの情報入手先
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用し、ユーザーに充分に理解してもらい、実演をやり炊飯器の拡販を促進する。炊飯
器は安ければいいという傾向が強かった中国消費者に、おいしくご飯を食べるための
炊飯器という新たな市場を創出することが考えられる。 
現在 1、2級都市量販店において、パナソニックと美的は専門販売員を配置している。
3、4 級内陸都市地域代理店、総合スーパーなどの一般店舗では、美的は専任の販売員
を配置しているが、パナソニックは、専任の販売員を配置していない。他の商品も担
当している販売員が厨房用具商品の接客も兼務する体制である。  
 
図Ⅳ－5 美的とパナソニックの情報入手先 
 
出所：美的グループアンケート調査（2011 年）と年次報告（2009 年－2012 年）より筆者作成。     
 
美的炊飯器の情報入手先の第１位は「テレビ番組・CM26％」、積極的に広告宣伝費用
を投入及び販売店の営業活動や販売員の対応が非常に活発であることを想像させる。
第 2 位は「新聞記事約 19％」、第 3 位は「店頭で見る 14％」である。パナソニックの
情報入手で第１位が「店頭で見る 35％」、注目したいのは、第 2 位の「インターネット
の情報」である。他のメディアの場合は、わざわざ自分から情報を探しに行く性格の
ものではなく、たまたまそこにあった情報が目に入ったという受動的な情報入手方法
だが、インターネットの場合は、消費者が自分で情報を探しに行くという能動的な情
報入手方法で る。 提供する側から見ると、インターネットは購入意向の強い人
に情報を届けやすい高効率なメディアであるということができる。 
かつてのような利用メディアがカタログや DM 中心であったころに比べ、現在はテレ
ビ・ラジオ、新聞・雑誌広告や折り込みチラシ、インターネット、モバイル（携帯電
中国における炊飯器市場をめぐるパナソニックと美的集団のマーケティング戦略の比較分析（王　丹霞）
（79）79
　美的グループの2009年から2012年までの４年間の売上高金額を見ると、景気好調で毎年
順調に成長を続けている。
　売上が伸びていることから、さらなる売上の獲得を狙い、積極的に広告宣伝費を増加さ
せ、広告宣伝に力を入れている。広告費用の差異はブランド価値の差異をもたらす重要
な要因の一つでもある35。美的グループの広告方式は主にテレビ広告、新聞や雑誌の広告、
ウェブサイトの広告、屋外広告などである。特にテレビ広告の宣伝中、美的グループは「中
国春節聯歓晩会」の時報広告宣伝を8年連続で獲得したことが注目を浴びた36。CCTV（中
国中央テレビ局）毎年の旧正月に開催する「春節聯歓晩会」（日本NHKの「紅白歌合戦」
番組に相当）は、全国の視聴率が90%にも達している番組である。美的グループの企業
名付きの時報を放送するのには、わずか10秒しかないが、これは全国だけでなく、海外で
も見ることができるので、美的製品の販路拡大とブランド名の認知度を高めるにも非常に
高い効果がある。「春節聯歓晩会」は既に美的グループ連想の一部となり、認知度が高く
なれば、良いブランド・イメージも構築できる。そこで、低価格と高認知度を前提にして、
高品質、優れた機能とアフターサービスの三位一体となるビジネスモデルの構築が必要で
ある。炊飯器を購入する際、最も重視するのは「価格」と「品質」であることがアンケー
ト調査から判っている。美的グループは中級品や低級品を低価格販売することで市場シェ
アを獲得していたが、もしパナソニックの高級品市場に価格帯を調整して提供すれば、長
期間のアフターサービスを保証することで、市場シェアを伸ばす可能性があろう。
　以上の点から改めてパナソニックは中国炊飯器市場におけるプロモーション戦略の検討
ステップを考えると、
　Step 1．ターゲットを明確にする
　Step 2．顧客を理解する（情報精度を上げる）
34美的グループ年次報告（2009年−2012年）http://www.money.finance.sina.com.cn/corp/go.php/vCB-
Bulletin/stockid/000527/page-type/ndbg.phtml.（2012/8/18）
35李曜「ブランド価値および広告宣伝費支出−美的グループ」「経済管理」第17期，（2012），pp.57－60。
36美的グループホームページ　http://www.midea.com.cn（2011/8/18）
表Ⅳ－４　美的グループ年間売上推移と対前年度比増減率
美的グループ 年間売上（億元） 広告宣伝費（億元） 前年度比増減率［％］
2009年 843 70.3 3.5%
2010年 892 81.3 5.8%
2011年 950 89.6 6.5%
2012年 1,050 100 10.5%
出所：美的グループ年次報告（2009年−2012年）34
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　Step 3．訴求目的を明確にする
　Step ４．提供価値を明確にする
　Step 5．提供メッセージを明確にする
　Step 6．提供メッセージの整合性をチェックする
　Step ７．どの手段を通じてメッセージを提供するのが一番効果的なのか検討する（媒
体の選択　例：マス広告、Web（ブログ・SNS・ツイッターなど）、人的対応など）。
上記を基本に進めることが大事だと考えられる。
　ここまで、2011年美的グループは全国７都市の一般消費者に対しアンケート調査の内容
をまとめ、４P戦略の比較を行った、さらに、４P戦略に基づいて、パナソニックと美的
両社の炊飯器市場において SWOT分析を表Ⅳ−5、表Ⅳ−6のように示すことができる。
表Ⅳ－５　パナソニックのSWOT分析
内部環境
強み（Strength） 弱み（Weakness）
◦　高い技術力
◦　日本特有の商品、品質、デザインおよび
サービス
◦　日本での経営資産を活用できること
◦　ブランド力
◦　中国企業ではないことによって、マーケ
ティング活動上の不利
◦　異文化と複数の言語が共存する社内環境
◦　保守などの安定した収益源が少ない
外部環境
機会（Opportunity） 脅威（Threat）
◦　中国の家電市場環境が回復基調によっ
て、高付加価値商品への需要拡大
◦　中国市場でのジャパン・デザインやジャ
パン・テクノロジーへの関心が増加
◦　異文化に対する関心、許容度の高さ
◦　中国市場での価格競争の激しさ
◦　他アジア諸国からも中国市場への参入が
活発でアジア文化圏同士の競争も激化
◦　海外からの輸入品が多くなるため、輸入
コストが多くなり、収益構造に悪影響
出所：「これからの消費市場を読む」～拡大する世界の中間層を狙え～JETRO（2012），p.30.より筆者作成。
表Ⅳ－６　美的集団のSWOT分析
内部環境
強み（Strength） 弱み（Weakness）
◦　低コストで豊富な労働力などを背景とし
て圧倒的な価格競争力
◦　トップダウンによる迅速な意思決定力
◦　技術力、研究開発力の低さ
◦　世界に通じるブランドの不足
◦　国際ビジネスの経験不足
◦　製品やサービスの品質の低さ
外部環境
機会（Opportunity） 脅威（Threat）
◦　経済成長を背景とした内需の拡大
◦　企業の「走出去（海外進出）」を国家戦
略とする政府の支援
◦　首脳外交によるトップセールス
◦　欧米諸国との貿易摩擦の激化
◦　中国企業のM&Aに対する警戒心の高
まり
◦　食品を始めとした中国製品の品質や安全
性に対する懸念
◦　人民元の切り上げ圧力
出所：美的グループアンケート調査（2011年）と年次報告（2009年−2012年）より筆者作成。
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　以上の SWOT分析により、パナソニックの強みとしてはブランド名の認知度や高付加
価値商品の開発力、技術力が挙げられる。また総合電機企業として、デバイスと商品のコ
ラボレーションの様に、異なるセグメントの商品が、互いにシナジー効果生み出すという
強みもある。しかし、弱みとしては、中国炊飯器市場で高級品モデルが中心として展開し
ているために、市場シェアが富裕層市場にとどまる、積極的に一部の大都市に販売拠点を
設置しており、農村部市場はまだ浸透していない現状などが挙げられる。さらに、広告・
宣伝に関して、空港免税店にカタログなどを置いたり、飛行機の機内誌にも広告が掲載さ
れるが、ターゲットを絞っていない雑誌広告となっている。広告の費用対効果が小さいと
いえる。
　日本総人口減少時代を迎える中、積極的海外事業の強化を図る。図Ⅳ−6の示す通
り、パナソニック海外市場の売上高推移図を見ると、中国は海外市場の中に最も重要な
位置を占め、2009年から2010年度には高い伸びをみせたとし、2010年度と2012年度売上
高はきわめて小さいレベルに止まっているが、海外市場の中で人口約13億人と世界最大
の中国、世界的な日本食ブームを背景に中国では特に富裕層に炊飯器の高級機種の販売
が好調である。開発と拡大有望なターゲティングに関して、今後は市場シェア拡大の可
能性として浮上してくるのが、どんどん増加している中間所得者層へのマーケティング
である。経済発展に伴い、パナソニック製の高級炊飯器は中国での中間所得層の市場
が急速な勢いで拡大すると予想される。1、2級都市37しかない営業拠点を3、４級の
371級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、
澳门、重庆、成都、西安　18個。
2級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、
汕头、珠海、海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐　25個。
出所：http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/2013/02/jn130201-7/jn130201-7-11.pdf（2013/4/26）
より筆者作成。
図Ⅳ－６　パナソニック海外市場の売上高推移
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すという強みもある。しかし、弱みとしては、中国炊飯器市場で高級品モデルが中心
として展開しているために、市場シェアが富裕層市場にとどまる、積極的に一部の大
都市に販売拠点を設置しており、農村部市場はまだ浸透していない現状などが挙げら
れる。さらに、広告・宣伝に関して、空港免税店にカタログなどを置いたり、飛行機
の機内誌にも広告が掲載されるが、ターゲットを絞っていない雑誌広告となっている。
広告の費用対効果が小さいといえる。 
日本総人口減少時代を迎える中、積極的海外事業の強化を図る。図Ⅳ－6の示す通り、
パナソニック海外市場の売上高推移図を見ると、中国は海外市場の中に最も重要な位
置を占め、2009年から2010年度には高い伸びをみせたとし、2010年度と2012年度売上
高はきわめて小さいレベルに止まっているが、海外市場の中で人口約13億人と世界最
大の中国、世界的な日本食ブームを背景に中国では特に富裕層に炊飯器の高級機種の
販売が好調である。開発と拡大有望なターゲティングに関して、今後は市場シェア拡
大の可能性として浮上してくるのが、どんどん増加している中間所得者層へのマーケ
ティングである。経済発展に伴い、パナソニック製の高級炊飯器は中国での中間所得
層の市場が急速な勢いで拡大すると予想される。1、2級都市37しかない営業拠点を3、4
級の他都市38にも、客層も富裕層にのみならず、中間層と低所得層にも拡大するなど、
現地の販売を強化する。 
図Ⅳ－6 パナソニック海外市場の売上高推移
 
                                                  
37 1 級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、澳门、
重庆、成都、西安 18 個。 
2 級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、汕头、珠海、
海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐 25 個。 
38 3 級都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、台州、温
州 泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林 24 個。 
4 級都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、湖州、舟山、漳州、
株洲、潮州、柳州 18 個。 
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他都市38にも、客層も富裕層にのみならず、中間層と低所得層にも拡大するなど、現地の
販売を強化する。
Ⅴ　中国の「ボリュームゾーン」市場に挑む
　足元のアジア経済の堅調さに加え、先進国と比較した中長期的な人口動態上の優位性に
もパナソニックの目が向いている。日本国内においては、「団塊の世代」が60歳超となり、
移民の流入によって人口増が続く米国、欧州においても、これまで消費の中核を担ってき
た「ベビーブーマー」が50歳前後となり、高齢化が進んでいる。このような状況下、先進
国では、住宅や自動車、家電などの耐久消費財の市場が伸び悩んでいる。
　一方、アジアでは、中国は約13億人という若年層主体の膨大な人口を抱えているために、
中長期的な内需拡大が期待できる点が、先進国市場の縮小に悩むパナソニックにとって、
魅力といえるだろう。
　国連によると、中国の総人口は、2010年の約13.5億人が、2030年までに、約15億人に達
するとみられており、消費市場の更なる拡大が期待できる（図Ⅴ−1）。
　中国が成長市場として注目を集めている要因としては、金融危機後も内需拡大策で高成
長を維持していること及び、将来的にも人口増による内需拡大が見込めることが挙げられる。
383級都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、
台州、温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林　24個。
４級都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、湖州、
舟山、漳州、株洲、潮州、柳州　18個。
出所：（資料）「アジアの人口増加」国連中位統計、中国のみ抽出筆者作成。
図Ⅴ－１　中国の人口推移
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出所：http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/2013/02/jn130201-7/jn130201-7-11.pdf
（2013/4/26）より筆者作成。 
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 中国が成長市場として注目を集めている要因としては、金融危機後も内需拡大策で
高成長を維持していること及び、将来的にも人口増による内需拡大が見込めることが
挙げられる。 
中国における炊飯器市場をめぐるパナソニックと美的集団のマーケティング戦略の比較分析（王　丹霞）
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　お米を主食としている、6割以上の中国人が毎日ごはんを1食以上食べている。米食ラ
イフスタイルの背景に、高級炊飯器のニーズが急成長している中国市場のなか、これまで
のパナソニックの中国市場向けものづくりは、富裕層向けに高品質な炊飯器を提供するこ
とで市場シェアを獲得するシナリオで展開してきた。しかしながら、富裕層向け製品、お
よびそのビジネスモデルの水平展開では、今後拡大していく中間所得層市場でのシェア獲
得・拡大は難しい。富裕層にとどまることなく、中間所得層の市場を獲得・拡大するシナ
リオを構築する必要があると考えられる。伸びゆく中間所得層のニーズを捉えていくため
には、中間層にまでターゲットを広げ、ボリュームゾーンを獲得する必要がある。2009年
度版通商白書によると、中国には約４億４千万人の中間層が誕生しているとみられ、十分
なボリュームとなる。
　中国においては、経済成長が続くことを前提とすれば、2020年にかけて、1、2級沿
海部都市39の「中間層」が「富裕層」へ、3、４級内陸部都市40の「低所得層」が「中間層」
へと成長する可能性が高い。このことから、パナソニックには、沿海部の「富裕層」と内
陸部の「中間層」の両方ターゲットとして、「二兎を追う」戦略が求められ、1、2級都
市に加え、3、４級内陸部にも販売網を広げる動きは、加速しなければならない。また、
世代別のボリュームゾーン囲い込みという観点からは、若年層の攻略が重要となる。人口
構成上、中国版団塊の世代は30～44歳（約3億5千万人）と比較的若年（日本の団塊の世
代は60代前半、米国のベビーブーマーは50代前後）で、改革開放政策後に高等教育を受け、
既に社会の中核を担い、所得水準も高い。それに続く一人っ子世代の20代、10代も各2億
人のボリュームがある。パナソニック製炊飯器には、こうした若年層を囲い込むためのマー
ケティング・PRの強化が求められる。
　中国市場全体がパナソニック製品に対する需要が年々拡大している、今後数年もアプラ
イアンス分野で30％以上の高成長が続くと予測する。また、従来の機械式炊飯器、マイコ
ン式から省エネ効果の高い IH炊飯器へのシフトもみられ、成長市場として注目を集める
が、パナソニックの販売ターゲットを勘案する際、現在の所得水準が、先進国に比べて大
きく見劣りする点に十分留意して戦略を立てる必要がある。
391級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、
澳门、重庆、成都、西安　18個。
2級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、
汕头、珠海、海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐　25個。
403級地方都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、
台州、温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林　24個。
４級地方都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、
湖州、舟山、漳州、株洲、潮州、柳州　18個。
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　ここで、まず、1990年～2008年のアジアの世帯可処分別の家計人口データを検討して
おこう（図Ⅴ−2）。世帯可処分所得別に、35,000ドル以上を「富裕層」、5,000ドル以上
35,000ドル未満を「中間層」、1,000ドル事情5,000ドル未満を「低所得層」、1,000ドル未満を「貧
困層」と定義して、所得階層の動向を見てみよう。この定義を当てはめると、例えば、日
本の場合には、約９千万人（2008年、人口の70％、ユーロモニターベース）が「富裕層」
に該当するが、アジアの「富裕層」は、地理的には広範囲にも拘らず、約７千万人（2008年、
2009年度版通商白書ベース、国・地域別内訳は未公表）に過ぎない。アジア全体でみると、「富
裕層」は2％程度にとどまり、中国沿海部の主要都市など、一部の地域を除いでは、パナ
出所：（資料）通商白書2009年度版
図Ⅴ－２　アジアの世帯可処分所得別の家計人口
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ル未満を「貧困層」と定義して、所得階層の動向を見てみよう。この定義を当てはめ
ると、例えば、日本の場合には、約 9 千万人（2008 年、人口の 70％、ユーロモニター
ベース）が「富裕層」に該当するが、アジアの「富裕層」は、地理的には広範囲にも
拘らず、約 7 千万人（2008 年、2009 年度版通商白書ベース、国・地域別内訳は未公表）
に過ぎない。アジア全体でみると、「富裕層」は 2％程度にとどまり、中国沿海部の主
要都市など、一部の地域を除いでは、パナソニックのメインターゲットとはなりにく
い。 
図Ⅴ－7 アジアの世帯可処分所得別の家計人口 
 
2009 年度版 
 
一方、1990 年～2008 年の「中間層」にまでターゲットを広げると、2008 年までに
NIES、ASEAN5、インド、中国の規模は約 8 億 8 千万人と「富裕層」の 12 倍以上のボリ
ュームとなる。国・地域別内訳をみると、2008 年時点では、NIES が約 4 千万人、ASEAN5
が約 1 億 9 千万人、インドが約 2 億 1 千万人、中国が約 4 億 4 千万人で続いている（図
Ⅴ－8）。加えて、最も人口の多い、いわゆる「中間層」が速やかに上方シフトしよう
としており、高所得層の伸びも期待されている。2008 年の「中間層」を 2000 年時点と
比較すると、中国は約 6 倍の規模に拡大しており、中国の経済成長が「低所得層」と
「貧困層」の所得水準を押し上げることで、これからの中国は「都市中間層」が誕生
して、旺盛な消費行動を活性化している構造が浮かび上がる。 
 
 
 
 出所：（資料）通商白書2009年度版
図Ⅴ－３　「中間層」のみ抽出
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図Ⅴ－8「中間層」のみ抽出 
 
出所：（資料）通商白書 2009 年度版 
 
つぎ、2011 年以降の中間層データを検討しておこう（図Ⅴ－9）。2012 年まで、富裕
層と中間層の購買力の差はあると考えられるが、2011 年の時点で中間層の割合が 2010
年比倍増、2012 年には中間層の割合も大きく高まる。今後 10 年の間に、富裕層、中間
層人口が増加するという「量の拡大」のみならず、中間層の中でもより購買力の高い
上位中間層の厚みが増えてくる、「質の向上」も見込めると言えるだろう。勃興する中
間層をターゲットに中、高・中価格炊飯器を取り入れる戦略を求められる。ジェトロ
の推計では、図Ⅳ－7 示す通り、中国においては 2011 年のロワーミドル（5000 ドル超
～1 万 5000 ドル未満）4.6 億人が 2020 年には 5.8 億人、アッパーミドル（1 万 5000
ドル～3 万 5000 ドル）が 9 千万人から 4.1 億人に急拡大。ロワーミドルとアッパーミ
ドルクラスの割合が高まるによって、ターゲット層も増える傾向があると見られてお
り、「中間層」の囲い込みが、パナソニックにとって重要な戦略課題となろう。 
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ソニックのメインターゲットとはなりにくい。
　一方、1990年～2008年の「中間層」にまでターゲットを広げると、2008年までにNIES、
ASEAN5、インド、中国の規模は約8億8千万人と「富裕層」の12倍以上のボリューム
となる。国・地域別内訳をみると、2008年時点では、NIES が約４千万人、ASEAN5が約
1億９千万人、インドが約2億1千万人、中国が約４億４千万人で続いている（図Ⅴ−3）。
加えて、最も人口の多い、いわゆる「中間層」が速やかに上方シフトしようとしており、
高所得層の伸びも期待されている。2008年の「中間層」を2000年時点と比較すると、中国
は約6倍の規模に拡大しており、中国の経済成長が「低所得層」と「貧困層」の所得水準
を押し上げることで、これからの中国は「都市中間層」が誕生して、旺盛な消費行動を活
性化している構造が浮かび上がる。
　つぎ、2011年以降の中間層データを検討しておこう（図Ⅴ−４）。2012年まで、富裕層
と中間層の購買力の差はあると考えられるが、2011年の時点で中間層の割合が2010年比倍
増、2012年には中間層の割合も大きく高まる。今後10年の間に、富裕層、中間層人口が増
加するという「量の拡大」のみならず、中間層の中でもより購買力の高い上位中間層の厚
みが増えてくる、「質の向上」も見込めると言えるだろう。勃興する中間層をターゲット
に中、高・中価格炊飯器を取り入れる戦略を求められる。ジェトロの推計では、図Ⅳ−７
示す通り、中国においては2011年のロワーミドル（5,000ドル超～1万5,000ドル未満）4.6
億人が2020年には5.8億人、アッパーミドル（1万5,000ドル～3万5,000ドル）が９千万人
から4.1億人に急拡大。ロワーミドルとアッパーミドルクラスの割合が高まるによって、
出所：「これからの消費市場を読む」～拡大する世界の中間層を狙え～ JETRO（2012），p.49．
図Ⅴ－４　2011年度と2020年度中国の中間層
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図Ⅴ－9 2011 年度と 2020 年度中国の中間層 
      
出所：「これからの消費市場を読む」～拡大する世界の中間層を狙え～ JETRO（2012），p.49．  
 
 最後に、2012 年度のパナソニックのセグメント別売上高、営業利益と利益率は表Ⅴ
－7 の示す通りである。セグメント別の収益で１位のアプライアンス分野売上高 1 兆
1971 億円に対し、営業利益は 703 億円、利益率は 5.9%となり、他の事業をリードして
いることが明らかになった。AVC ネットワークスの売上高が 1 兆 789 億円と高いものの
営業利益は小さい。アプライアンスのなかには、エアコン、洗濯機、冷蔵庫、炊飯器
といった白物家電単体に加えて、収益性が高いコンプレッサーなどの主要デバイスの
存在が見逃せない。さらにコールドチェーン(生鮮食品を低温で保ち、流通する仕組み)
などの業務用システムも収益性に貢献している。こうした製品群が、アプライアンス
事業の高い利益率を下支えしているのである。アプライアンス分野の需要は安定した
成長が続く（年平均成長率＋2.8％）。日本は＋1.3％と成長性が鈍化。一方、中国は年
率＋１％の成長となる、2015 年まで、中国では＋15％という高い伸びが見込まれてい
る。また、中国の市場シェアはグローバルではまだまだ低い。アプライアンス商品の
世界需要は平均 5000 万台以上のものばかりであり、新興国、特に中国市場を中心にま
だ需要の伸びが見込まれ、販売機会が大きいとも言える。 
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図Ⅴ－9 2011 年度と 2020 年度中国の 間層 
      
出所：「これからの消費市場を読む」～拡大する世界の中間層を狙え～ JETRO（2012），p.49．  
 
 最後に、2012 年度のパナソニックのセグメント別売上高、営業利益と 率は表Ⅴ
－7 の示す通りである。セグメント別の収益で１位のアプライアンス分野売上高 1 兆
1971 億円に対し、営業利益は 703 億円、利益率は 5.9%となり、他の事業をリードして
いることが明らかになった。AVC ネットワークスの売上高が 1 兆 789 億円と高いものの
営業利益は小さい。アプライアンスのなかには、エアコン、洗濯機、冷蔵庫、炊飯器
といった白物家電単体に加えて、収益性が高いコンプレッサーなどの主要デバイスの
存在が見逃せない。さらにコールドチェーン(生鮮食品を低温で保ち、流通する仕組み)
などの業務用システムも収益性に貢献している。こうした製品群が、アプライアンス
事業の高い利益率を下支えしているのである。アプライアンス分野の需要は安定した
成長が続く（年平均成長率＋2.8％）。日本は＋1.3％と成長性が鈍化。一方、中国は年
率＋１％の成長となる、2015 年まで、中国では＋15％という高 伸びが見込まれてい
る。また、中国の市場シェアはグローバルではまだまだ低い。アプライアンス商品の
世界需要は平均 5000 万台以上のものばかりであ 、新興国、特に中国市場を中心にま
だ需要の伸びが見込まれ、販売機会が大きいとも言える。 
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ターゲット層も増える傾向があると見られており、「中間層」の囲い込みが、パナソニッ
クにとって重要な戦略課題となろう。
　最後に、2012年度のパナソニックのセグメント別売上高、営業利益と利益率は表Ⅴ−1
の示す通りである。セグメント別の収益で1位のアプライアンス分野売上高1兆1,971億
円に対し、営業利益は703億円、利益率は5.9% となり、他の事業をリードしていることが
明らかになった。AVCネットワークスの売上高が1兆789億円と高いものの営業利益は小
さい。アプライアンスのなかには、エアコン、洗濯機、冷蔵庫、炊飯器といった白物家電
単体に加えて、収益性が高いコンプレッサーなどの主要デバイスの存在が見逃せない。さ
らにコールドチェーン（生鮮食品を低温で保ち、流通する仕組み）などの業務用システム
も収益性に貢献している。こうした製品群が、アプライアンス事業の高い利益率を下支え
しているのである。アプライアンス分野の需要は安定した成長が続く（年平均成長率＋
2.8％）。日本は＋1.3％と成長性が鈍化。一方、中国は年率＋1％の成長となる、2015年ま
で、中国では＋15％という高い伸びが見込まれている。また、中国の市場シェアはグロー
バルではまだまだ低い。アプライアンス商品の世界需要は平均5,000万台以上のものばか
りであり、新興国、特に中国市場を中心にまだ需要の伸びが見込まれ、販売機会が大きい
とも言える。
　パナソニック3年間（2010～2012）の連結決算補足資料を参考にして、中国市場におけ
るパナソニック製炊飯器分野の売上伸び率を計算し、図Ⅴ−5を作成した。2011年度の伸
び率が前年度比で遅いテンポであるが、また、2012年度が顕著な伸び率を示した。現在、
中国炊飯器市場における顕在の問題は安価なモデルが中国各社から登場し続け、機種と価
格の幅も広がって百花繚乱の状態になった中国炊飯器業界では、美的のように積極的な投
表Ⅴ－１　パナソニック2012年度セグメント別
パナソニック2012年度セグメント別
単位：億円 売上高 営業利益 利益率
AVCネットワークス 10,789 216 2.0％
アプライアンス 11,971 703 5.9％
システムコミュニケーションズ 5,098 −140 −2.8％
エコソリューションズ 11,401 427 3.7％
オートモーティブシステムズ 5,717 119 2.1％
デバイス 10,302 179 1.7％
エナジー 4,348 64 1.5％
その他 10,129 113 1.1％
出所：http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/2013/02/jn130201-7/jn130201-7-11.pdf（2013/
4/26）より筆者作成。
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資をしており脅威であるのは事実である。しかし、対抗できるのは、省エネ技術やデバイ
ス技術などの圧倒的に強い技術を持っているパナソニックであり。これらの技術を使って
いる、炊飯器は白物家電の中でも市場性があると判断できる。
　中国市場はグローバルブランドの激戦区である。どんなに市場が広く潜在消費者が多い
と言っても可能性のある消費者を選定し、差別化されたポジショニング戦略を持っていな
かったならば、市場からは追い出されるしかない。パナソニック製品の中国市場展開は目
標とする顧客を対象に明確なポジショニング戦略を立てなければならない。
Ⅵ　結び
　需要拡大が続く中国が世界全体の30%強を消費する最大市場となっている。今後も高
成長が続き、一層3、４級地方都市41での販売シェアは高まると予測する。
　パナソニックはこれまで中国市場で価格が高くても性能を求める富裕層をねらっていた
ため、品質面で圧倒的な優位性を確立し、価格よりも技術的優位性を前面に押し出す形で
市場にアプローチしてきた。そのため、一般消費者が購買できる価格帯で製品力とマーケ
ティング力が弱く、中間所得層のニーズとの乖離が生じていると考えられる。
　今後、パナソニックが中国での市場成長していくために、現地目線での製品企画・現地
ニーズ密着型での製品開発推進体制の構築を求められる。地域に軸足を置いた販売・マー
413級地方都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、
台州、温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林　24個。
４級地方都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、
湖州、舟山、漳州、株洲、潮州、柳州　18個。
出所：http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/2013/02/jn130201-7/jn130201-7-11.pdf（2013/
4/26）より筆者作成。
図Ⅴ－５　パナソニック製炊飯器の中国市場における売上高伸び率
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出所：http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/2013/02/jn130201-7/jn130201-7-11.pdf
（2013/4/26）より筆者作成。 
 
中国市場はグローバルブランドの激戦区である。どんなに市場が広く潜在消費者が
多いと言っても可能性のある消費者を選定し、差別化されたポジショニング戦略を持
っていなかったならば、市場からは追 出されるしかない。パナソニック製品の中国
市場展開は目標とする顧客を対象に明確なポジショニング戦略を立てなければならな
い。 
 
Ⅵ 結び 
 
 需要拡大が続く中国が世界全体の 30%強を消費する最大市場と って る。今後も高
成長が続き、一層 3、4 級地方都市41での販売シェアは高まると予測する。 
パナソニックはこれまで中国市場で価格が高くても性能を求める富裕層をねらって
いたため、品質面で圧倒的な優位性を確立し、価格よりも技術的優位性を前面に押し
出す形で市場にアプローチしてきた。そのため、一般消費者が購買できる価格帯で製
品力とマーケティング力が弱く、中間所得層のニーズとの乖離が生じていると考えら
れる。 
今後、パナソニックが での市場成長していくために、現地目線での製品企画・
現地ニーズ密着型での製品開発推進体制の構築を求められる。地域に軸足を置いた販
                                                  
41  3 級地方都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、台州、
温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林 24 個。 
 4 級地方都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、湖州、舟山、
漳州 株洲、潮州、柳州 18 個。 
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ケティング展開が必要となる。また、部品調達力、現地生産力強化のためのロジスティク
スを最適化することが必要である。今後の戦略提案以下に述べる。
　さらに詳しく述べれば、1．中国ビジネスでは、現地ニーズ基点での製品企画・開発で
専任体制を構築することが必要となる。富裕層が一部、中間所得層の市場が急速な勢いで
拡大すると予想されるが、所得水準やニーズが先進国とは異なるので、先進国向け製品を
手直しする形では価格帯、ニーズ訴求が十分にできないことが背景にある。パナソニック
は炊飯器事業において、中国富裕層向けの基準を設定し、その基準をもとに製品開発する
ことで、富裕層シェア獲得を狙っているが、今後、中間所得層、農村部での市場シェアを
獲得するためには、中間層、農村部で受け入れられている製品を徹底的に企画し、価格帯、
現地ニーズを訴求できる機能で競合他社との差別化を図らなければならない。現地ニーズ
を把握し、製品企画・開発を行うために、現地の人材を中心とした企画・開発拠点を現地
に設置することが望まれる。また、販売員設置もパナソニック炊飯器機能にこだわらず、
顧客の「こんなものが必要なのではないか」「こんな機能があったらきっと便利だ」といっ
た視点で顧客を徹底的に観察し、製品企画・開発機能の現地化により、現地販売員の感性
で製品づくりをすることが必要である。また、顧客ニーズを、単に日本語や英語に翻訳す
るだけではニュアンスは伝わらない。現地語で理解し、そのまま現地販売員が製品企画・
開発コンセプトまでをつくりあげることが望ましい。
　2．先進国市場ではドメイン（製品事業）単位の販売・マーケティングが中心となるが、
中国市場では地域本部に軸足を置き、地域内部の製品企画・開発機能と強力に連携した販
売・マーケティング体制を構築することが重要となる。ブランド構築についても、製品別
ではなく、地域を軸にした製品横断での構築が求められる。中国市場の戦略で最も課題と
なるのは販売チャネル展開である。パナソニックが1、2級都市42を中心とした量販店対
策が十分であったが、内陸部、農村部はそうはいかない。販売チャネルの構築について、
パナソニックの企業理念、顧客にとって訴求するポイントを販売チャネルに明確に伝えて
いく必要がある。
　3．パナソニックの海外生産、販売比率が高まるなかで、中間所得層が購入できる価格
帯で製品を製造することが必須条件となる。この段階で内部での製品プロセスにこだわる
と、高い製造コストから市場シェアを失うことになりかねない。ミッドレンジからローエ
421級都市：北京、天津、沈阳、大连、哈尔滨、济南、青岛、南京、上海、杭州、武汉、广州、深圳、香港、
澳门、重庆、成都、西安　18個。
2級都市：石家庄、长春、呼和浩特、太原、郑州、合肥、无锡、苏州、宁波、福州、厦门、南昌、长沙、
汕头、珠海、海口、三亚、南宁、贵阳、昆明、拉萨、兰州、西宁、银川、乌鲁木齐　25個。
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ンドの領域については、EMS43の部材調達力を活用することを含めて現地で部品を調達し、
コストを引き下げることが必要である。たとえば炊飯器であれば、内釜、内フタ、タンク
プレート、蒸し板などの基幹部品をどう調達するかが課題となる。生産拠点を中国に置く
ことによって、部品調達拠点も増していく。部品市場の最先端状況と把握し、部品1点ず
つに求められる品質基準を明確にすることで、調達購買機能の強化とEMSの購買力と合
わせ、部品コストを削減する。
　3つの戦略提案のように、中国の中間所得層の拡販のためには、マーケティングから製
品企画、製造、サービスまで含めたバリューチェーン全体の変革が必要となる。中国市場
で利益と売り上げ規模を両立させていくためには、中間所得層の顧客が何を求めているか、
どのような価値を訴求しブランドストーリーを作っていくべきかを真剣に捉え直す必要が
ある。
　中国経済の成長が輸出主導の高成長路線から内需主導への転換が進んでいることから
2012年以降も家電市場は10％以上の高成長を続けると予測される。今後の注目ポイントと
しては、高級・多機能炊飯器市場の拡大、つまり個人消費の拡大が著しい内陸部の3・４
級地方都市44の消費者や消費の中心になると期待される「80后（バーリンホー）世代」45を
新たなターゲットとした、中心価格が1,000元未満の炊飯器市場の商品開発及び販売ルー
トの拡大である。流通面では1、2級沿海部都市でのブランド力を構築してから内陸都市、
農村部市場へ浸透する。1、2級沿海部都市を含む、3、４級内陸地方都市、農村部の大
型量販店、百貨店、専門店、ネット通販などの台頭によるマルチチャネル化の進展、広告
宣伝、販促面ではインターネットやビル内、屋外広告などの新しい手法の拡大がある。
　大国となりつつある中国は、政治も経済もさらに市場としても世界有数のポジションを
占めるようになったが、まだ不安定な社会であるという現実を、パナソニックはしっかり
認識しなければならない。中国における市場の研究や、現状把握のための基礎資料（人口
動態、地理的要因、各地域の文化、トレンドの把握）の収集を継続していく必要がある。
43製造業におけるEMS（イーエムエス）とは、英語の“ElectronicsManufacturingService”の略であり、
電子機器の受託生産を行うサービスのことである。企業規模とは無関係に、自社では生産設備を保有
せず（ファブレス）、製品の設計・開発や宣伝・販売といった自らの得意分野に経営資源を集中するビ
ジネスモデルが広がりを見せており、この生産工程などを主体的に請け負う会社が EMSを行う企業
である。1990年代から発達した業態であり、製造のアウトソーシングといえる。
443級地方都市：唐山、秦皇岛、淄博、烟台、威海、徐州、连云港、南通、镇江、常州、嘉兴、金华、绍兴、
台州、温州、泉州、东莞、惠州、佛山、中山、江门、湛江、北海、桂林　24個。
４級地方都市：邯郸、鞍山、抚顺、吉林市、齐齐哈尔、大庆、包头、大同、洛阳、潍坊、芜湖、扬州、
湖州、舟山、漳州、株洲、潮州、柳州　18個。
45普通1980年～1989年生まれの中国人を指す。一人っ子政策による「6つのポケット」に甘やかされ、学
校では社会主義思想を学ぶ一方、社会では改革開放以降の資本経済の繁栄を目にしてきた世代である。
大阪産業大学経営論集　第 15 巻　第 1号
（90）90
それらの資料に基づいて中国市場を見通し、中国の消費者を理解・尊重した上で、販売戦
略を確立し、中国地域の特色と合わせて、販売ターゲットの選定、文化的差異の理解、社
会貢献活動などの地道な努力を重ねなければならない。
　中国市場シェアを拡大するために、文化及び経営の両面からアプローチして、その適否
を判断しなければならない。中国市場の変化は予想以上に速いテンポで進展しており、反
日デモ、人民元の切り上げ問題など突発的なリスクは避けられない。絶えずその変化の動
きを注視し、いち早く対策を取ることがパナソニックにとって重要な課題である。
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